

































































連邦最高裁は, 未成年者にもデュー・プロセス, 言論の自由, プライバ





























































































































































































































































































































る。その上で, 前述の Younts 判決および Lacey v. Laird 判決を引用し,
成熟した未成年者の法理が認められるための基準について以下のように述
べる｡「医療に対して同意する法的能力が未成年者にあるか否かは, 事件
当時における未成年者の行為や振舞いだけでなく, 年齢, 能力, 経験, 教
育, 訓練及び当該未成年者の成熟性や判断力の程度により決まる。さらに









病院における治療や処置, または医学的, 外科的治療や処置の実施, 供与
に対して同意を与えることができる。そして, その同意は未成年者である
ことを理由とした取り消しの対象にはならない。提案された病院での治療














しては, アーカンソー州, ニュー・メキシコ州の規定があるが, アーカン
ソー州には,「……以下の者のうち誰でも, 口頭またはその他の方法で,



















おいて, 解放されていない未成年者の精神的, 情緒的能力の決定は, 二人
の資格ある医プロフェッショナルにより行われなければならない。そのう












































































































ては, 虐待, ネグレクトに該当しない限り, 親に十分に情報を与えた上で,
親から治療の許可 (informed permission) を得なければならない。②につ























【第１例】In re D. P., No. 91950, slip op. (Santa Clara County) ( Juv. Ct. July
3, 1986)
(69)






































1987年２月, E. G.は, 白血球細胞の悪性病である急性非リンパ性白血
病であると診断された。彼女と彼女の母親は, 治療に輸血を使うかもしれ
ないことを知らされたとき, 宗教的信念を根拠にして医療に同意すること






(Dr. Yachnin) は, E. G.には酸素を運ぶ機能が通常の５分の１から６分の







医師は, 治療方法につき E. G.と話し合ったこと, 彼女には治療に同意
または拒否した場合の結果について理解する能力があること, 彼女の成熟
性と信仰の真摯さに感銘を受けたことを証言した。この審理の結果, 事実
審裁判官は, 病院の弁護士を暫定的後見人に選任し, E. G.のために輸血
を行う同意権限を与えた。
1987年４月８日, この問題について更なる審理が行われた。輸血が行わ








者の成熟性と能力を評価する専門知識をもつ精神分析医 (Dr. Littner) は,
E. G.及び家族とのインタビューの結果, E. G.は18歳から21歳のレベルの
成熟性を持っていると証言した。彼は, E. G.には, それが死をもたらす
ものであったとしても, 輸血を拒否する十分な情報に基づいた決定 (in-
formed decision) をなしうる能力があったと結論付けた。
1987年５月18日, 事実審は E. G.が医療上のネグレクトを受けていると
認定し, 医療に同意するための後見人を選任した。裁判所は, これが





















判示した。イリノイ州の成熟した未成年者解放法 (Emancipation of Mature
Minors Act) に基づき, 成熟した未成年者は, 治療を拒否する憲法上の権
利を行使しうると判示した。
中間上訴裁判所では, E. G.が審理のとき18歳に６ヶ月足りないだけで




ものである。(Ⅰ) E. G.が1987年11月25日に18歳になったことから, この
上訴がムートであるか。(Ⅱ) 未成年者には医療を拒否する権利があるの



























































Cardwell 事件において, テネシー州の裁判所は, 17歳７ヶ月の未成年
者が医療に同意しうるほど成熟していると判示した。他の州においては,
裁判所は未成年者の親の反対を覆して未成年者のための医療命令を出して











































に反対した場合には, この反対は, 未成年者の拒否する権利に対し, 大き
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なウエイトを占める。本件において, もし E. G.が母親の希望に反して輸
血を拒否したならば, 裁判所は母親の希望を真剣に考慮しなければならな
かったであろう。























このように, 原審の一部が維持され, 一部が破棄され, 指示つき差戻し
がなされた。
(桃山法学 第15号 ’10)176
この裁判例には, 反対意見がついているが, Ward 裁判官による反対意
見は, 以下の通りである｡「多数意見は, 未成年者が医療に同意するコモ
ン・ロー上の権利を行使しうるとされたケースを引用している。これらの










【第３例】In the Matter of Rena, 705 N. E. 2d 1155 (Mass. App. Ct. 1999)
本件では, エホバの証人である17歳の子ども Rとその母親が病院の医










































































そこで, 次の日の朝, 病院は, 輸血を含め, フィリップに必要な治療を許
可する命令を求めて裁判所に申し立てた。その日の午後, 病院において審
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もし, そうであるならば, 当州においては, 州の制定法が未成年者に対し
て同意することを許す多くの場合がある。例えば, 外来扱いの精神医療サ




















【第５例】O. G. v. Baum, 790 S. W. 2d 839 (Ct. App. Tex. 1990)
本件では, 郡の児童保護福祉局（以下, CPSとする｡）が, 16歳の未成
(桃山法学 第15号 ’10)182
年者に対して輸血をする許可を与える暫定的後見人の選任を求めたため,
地方裁判所の Baum 裁判官が, 後見人を選任したが，これが裁量権の濫
用にあたるかが争われた。
＜事実の概要＞












いうことである｡ 審理の後, 裁判官は CPSを暫定的後見人に指名し, 1990
年５月７日に理由開示審理を開いた。これに対して, 未成年者と両親が,
職務執行令状による救済を申し立てたが, 上訴裁判所 (Court of Appeals)
は, 後見人の選任は, 裁量の濫用にはあたらないとして, 申立を却下した。
＜判決の要旨＞
裁判所は, 子どもの治療を拒否する親の権利を制約する際に引用される,
Prince v. Massachusetts 判決等を引用し, 宗教を自由に実践する権利には,
子どもを病気又は死にさらす自由を含まないと判示し, CPSを暫定的後
見人と選任したことについて裁量権を濫用したとは認められないとした。






ず, テキサス州は, 成熟した未成年者の基準を取り入れていないこと, 
E. G.事件の場合には, 医師, 病院の弁護士らが, E. G.が成熟しているこ
と, 輸血を拒否した場合の結果について理解していると証言し, 精神分析
医が彼女の成熟性は, 18から21歳位であり, 輸血拒否の結果について, そ
れが致死的なものであったとしてもきちんとした決定ができる, と証言し
た。これに対して, 本件では, 輸血拒否の結果が重大なものであると未成
年者が理解していると証言したのは, 父親だけである。そして,  E. G.
事件では, E. G.自らが裁判所で証言し, 拒否の結果を理解していること





【第６例】Novak v. Cobb County-Kennestone Hosp. Authority, 849 F. Supp.



























【第７例】Commonwealth of Pennsylvania v. Nixon, 718 A. 2d 311 (Pa. Su-
per. Ct. 1998)
控訴人 N夫婦は, 非故意殺及び子どもの福祉を危険にさらした罪で有




N家は, 病気のケアを医学ではなく, 霊的治療により行うという Faith
Tabernacle Church のメンバーであり, 1997年６月に N夫婦の子ども Sの













座の危険 (immediate danger) にさらされている場合に, Sの決定を覆す
















































































る見解 (その中でも, 権利制約の理由を親の利益に置くもの, 州の利益に
置くもの, および両者に置くものがある｡) と, 成熟した未成年者の能力
推定を提案し, 単独で決定権があるとする見解とがあり, 他方で, 成熟し
た未成年者による治療拒否を認めないとする見解がある。
 修正して肯定する見解① 親の利益による制約


















り, もしその答えが No であるならば, 裁判所は成熟性の判断を行なわな






































同様に, Buchanan と Brock は, 子どもに最終的決定権を与えるか否か








































て, 家庭は監視, コントロール, 干渉から自由でなければならない。そし
て, この自由には, 制約内において, 判断能力のない家族のメンバーの福
祉のために重要な決定を行うことが含まれている。以上を踏まえた上で,
Buchanan と Brock は, 子どもに判断能力があると判断されたからといっ
て直ちに子どもに決定権限があるとは言えない理由は, 前述のような親





。Buchanan と Brock は, を強調しているが, 親の利益だけでなく,
州の利益をも考慮して修正を加える説であると考えることもできる。
 修正して肯定する見解② 州の利益（生命の尊重）による制約












































































































































































可能性があり, 逆に, 親の希望に従えば, 形式的には問題がないはずだが,
判断能力ある未成年者から身体の不可侵性を侵害したとして不法行為で訴
えられる可能性がある。しかし, 親が治療に同意している場合なので, 医










































































Cherrix は, ホジキン病のため, 化学療法を行っていたが, その治療によ
り体が弱ってしまった。病院と家を行き来するにも父親に運ばれなければ
ならないほどである。がんの再発を抑えるためにさらに化学療法が必要で
あると医師は説明したが, この未成年者は, それを拒否した。幸い, 彼の
両親も彼の決定を支持した。しかしながら事態が急変し, 彼の両親が医療
ネグレクトをしているという認定が少年裁判所により下されてしまった。
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